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歯科衛生士

75年のあゆみと展望

日本歯科衛生士連盟 研修会

草創期 ～ 成長期 ～ 発展期 ～ 展開期



草創期

２

歯科衛生士法制定・公布～歯科衛生士の養成～歯科衛生士の誕生
～日本歯科衛生士会の設立
～法改正による「歯科診療の補助」業務の位置づけ



日本における歯科衛生士法制定の経緯

１９４６年 １９４５年の第二次世界大戦後、連合軍総司令部（GHQ）の占領下において、
公衆衛生改革や医療提供体制に関する見直しが行われた。その中で、歯科
疾患の予防の充実を図るため、歯科衛生士の養成が提言された。

１９４７年 保健所法が改正され、保健所歯科が設置された。 保健所歯科における歯科衛
 生の担当者として、歯科衛生士の養成が検討された。

１９４８年 医療提供の基本となる五つの法律として、次の法律が制定・公布された。

・医師法

・歯科医師法

・保健師助産師看護師法

・歯科衛生士法

・医療法

旧法の資格制度を改め、制定

新たな資格制度として制定

医療提供の場を規定

参考文献：榊原悠紀田郎：歯科衛生士史記．医歯薬出版，1997.
〃  田村やよい：私たちの拠りどころ 保健師助産師看護師法．日本看護協会出版会，2008.
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養成機関 授業開始 卒業式 卒業者数

仙台第一保健所 1949年7月20日 1950年 3月 8人

東洋女子歯科厚生学校 1949年5月 9日 1950年 7月 19人

名古屋市中保健所 1949年8月25日 1950年 3月 8人

豊中保健所 1949年8月11日 1951年 6月 6人

呉保健所 1949年8月16日 1950年 3月 13人

福岡保健所 1949年8月 8日 1950年 3月 10人

東京歯科大学歯科衛生士学校 1949年9月15日 1950年 8月 6人

東洋女子歯科厚生学校卒業生（1950）

出典：榊原悠紀田郎著
歯科衛生士史記より

（発行）医歯薬出版株式会社

最初の養成所と卒業生の状況（修業年限1年、962時間）
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日本歯科衛生士会会報 第１号 1953
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（目的）
第1条 この法律は，歯科衛生士の資格を定め，もって歯科疾患の予防及び口くう
衛生の向上を図ることを目的とする．

（定義）
第２条 この法律において「歯科衛生士」とは，都道府県知事の免許を受けて，歯科
医師（歯科医業をなすことのできる医師を含む．以下同じ）の直接の指導の下に，
歯牙及び口くうの疾患の予防処置として次に掲げる行為を行うことを業とする者（※）
をいう．
一 歯牙露出面及び正常な歯ぐきの遊離縁下の付着物及び沈着物を機械的操作
によって除去すること．

二 歯牙及び口くうに対して薬物を塗布すること

第３条 歯科衛生士になろうとする者は，歯科衛生士試験（以下「試験）という）に合格
し，都道府県知事の歯科衛生士免許（以下「免許」という）を受けなければならない．

第１３条 歯科衛生士でなければ、第２条第１項に規定する業をしてはならない。但し、
歯科医師法の規定に基づいてなす場合は、この限りではない。 （業務独占規定）

※ 昭和30年改正で「女子」となり，平成26年改正で「者」となる

赤字箇所：平成元年および平成２６年に改正される

最初の歯科衛生士法（抄） 昭和２３（1948）年7月30日 法律第204号
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年 度 総 数
（人）

業務に従事している者 従事

していない
者保健所 病院・

診療所
学 校 その他 小 計

１９５２ １８８ ７８ ５２ １ ２６ １５７ ３１

１９５３ ３３１ ９８ １２０ ３ ２７ ２４８ ８３

１９５４ ３９７ １００ １４７ ６ ３５ ２８８ １０９

１９５５ ４８６ １００ ２０２ １２ ４２ ３５６ １３０

１９５６ ６２４ ９５ ３１１ ３ ５９ ４６８ １５６

出典：榊原悠紀田郎著「歯科衛生士史記」

初期の歯科衛生士数と就業状況

※当初、卒業生の多くが保健所に就業したが、その後数年で、財政難
等の理由により保健所の採用が減少した。 一方、病院・診療所の
就業者が増加した。

※ 法制定時の歯科衛生士の業務は「歯・口腔疾患の予防処置」であった。
病院・診療所における「診療の補助」は、法律上、看護師の業務独占と
なっており、看護師以外の者は実施できなかった。
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第2条 ・・・・・・・・・次に掲げる行為を行うことを業とする女子をいう。
一 （略）
二 （略）

２ 歯科衛生士は、保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）
第1項及び第32条の規定にかかわらず、歯科診療の補助をなすこと
を業とすることができる。

最初の歯科衛生士法改正
（昭和30年8月16日法律第167号によって新設・追加）

歯科診療の補助って何？
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保健師助産師看護師法

第３７条 保健師、助産師、看護師又は准

看護師は、主治の医師又は歯科医師の指

示があった場合を除くほか、診療機械を使

用し、医薬品を授与し、医薬品について指

示をし、その他医師又は歯科医師が行う

のでなければ衛生上危害を生ずるおそれ

のある行為をしてはならない。ただし、臨時

応急の手当てをし、又は助産師がへその

緒を切り、浣腸を施しその他助産師業務に

当然に付随する行為を行う場合は、この限

りではない。

歯科衛生士法

第１３条の２ 歯科衛生士は、歯科診療の

補助をなすに当たっては、主治の歯科医師

の指示があった場合を除くほか、診療機械

を使用し、医薬品を授与し、医薬品につい

て指示をし、その他歯科医師が行うのでな

ければ衛生上危害を生ずるおそれのある

行為をしてはならない。ただし、臨時応急の

手当てをすることは、さしつかえない。

保健師助産師看護師法と歯科衛生士法（抄）

診療の補助 歯科診療の補助
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看護師・歯科衛生士の「診療の補助」の概念

「診療の補助」の範囲

教育・研修の水準、安全対策、社会的要請によによって変化

個々の知識・技能、経験年数etc.によって異なる

「診療の補助」と「指示」

「診療の補助」には医師・歯科医師の「指示」が必要。無資格者の診療の補助は

保助看法違法

「診療の補助」とは

「診療の補助」とは歯科医行為から絶対的歯科医行為（診療の補助として
できない行為）を除いた行為（相対的歯科医行為）であり、抽象的な概念

日本歯科医師会／日本歯科医学会，医療管理委員会・歯科医療安全対策委員会 資料より

個別の行為を規定していない

⇒看護師、歯科衛生士の診療の補助の特徴
チーム医療の
法的基盤

チーム医療においては、職種の専門性と業務
範囲の基準を明確にすることが重要である
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看護師
（医師又は歯科医師）

傷病者若しくはじょく婦に対する療養上の世話又は診療の補助を行うことを業とすることができ
る。看護師でない者は上記の業務をしてはならない（業務独占）

歯科衛生士
（歯科医師）

保助看法の規定にかかわらず、歯科診療の補助をなすことを業とすることができる

診療放射線技師
（医師又は歯科医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として磁気共鳴画像診断装置その他 の画像によ
る診断を行うための装置であって政令が定める検査（医師又は歯科医師の指示の下に行うもの
に限る。）を行うことを業とすることができる

臨床検査技師
（医師又は歯科医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として採血及び検体採取（医師又は歯科医師の具
体的な指示を受けて行うものに限る。）並びに第2条の厚生労働省令で定める生理学的検査を
行うことを業とすることができる

理学療法士
（医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として理学療法を行うことを業とすることができる

視能訓練士
（医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として両眼視機能回復のための矯正訓練及びこれ
に必要な検査並びに眼科検査を行うことを業とすることができる

言語聴覚士
（医師又は歯科医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として医師又は歯科医師の指示の下に、嚥下訓練、
人工内耳の調整その他厚生労働省令で定める行為を業とすることができる

臨床工学技士
（医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として生命維持装置の操作を行うことを業とするこ
とができる

義肢装具士
（医師）

保助看法の規定にかかわらず、診療の補助として義肢及び装具の装着部位の採型並びに義肢
及び装具の身体への適合を行うことを業とすることができる

救急救命士
（医師）

保助看法の規定にかかわらず診療の補助として救急救命処置を行うことを業とすることができ

る

医療関係職種の「診療の補助」の規定（ ）指示（ ）内は指示者
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成長期

１２

歯科衛生士法の更なる改正

～資質の向上と業務の確立を目指して～



法改正等
（年次） 業務内容・修業年限等

1948年制定
（昭和23年）

※歯科医師の直接指導の下に歯牙及び口腔疾患の予防処置の位置づけ（法第２条第1項）
－第１３条の規定により業務独占規定－

1955年改正
（昭和30年）

※保健師助産師看護師法の規定にかかわらず歯科診療の補助を追加する改正
（法第2条第2項）

－保健師助産師看護師法の業務独占の除外規定－

1983年 歯科衛生士学校養成所指定規則の修業年限を1年から2年以上に改正

1989年改正
（平成元年）

※歯科衛生士の名称を用いた歯科保健指導を追加する改正（法第2条第3項）－名称独占規定－

※歯科衛生士の免許権者を都道府県知事から厚生大臣（現：厚生労働大臣）に改正 （法第3条）

※歯科衛生士の資格試験の実施事務を都道府県から厚生大臣（現・厚生労働大臣）の指定試験
  機関・指定登録機関に改正 （法第8条１～18）

2004年 歯科衛生士学校養成所指定規則の修業年限を2年以上から3年以上に改正

2014年改正
（平成26年）

※予防処置に係る歯科医師の関与の程度を「直接の指導の下に」から「指導の下に」に改正
※「女子」を「者」に改正 （法第2条第1項）
※歯科衛生士は、その業務を行うに当たっては、歯科医師その他の歯科医療関係者との緊密な
  連携を図り、適正な歯科医療の確保に努めなければならない。 （法第13条の5・・・追加）

2015年～ 歯科衛生士養成施設の許認可の権限を都道府県に移管

歯科衛生士法制定～改正と修業年限延長等の推移
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歯科衛生士教育が1年から2年以上に延長（1983）、暫定期間を経て全面施行（1988）

厚生大臣（現・厚生労働大臣）免許、歯科保健指導の業務の位置づけに係る法改正に向け

て要望。「議員立法」による歯科衛生士法改正の成立 １９８９（平成元）年６月２１日
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「政府提案」による歯科衛生士法の一部改正の経緯

歯科衛生士教育が２年から３年以上に延長（2004）、暫定期間を経て全面施行（2012）
歯科衛生士法第2条第1項の「歯科医師の直接の指導」等の改正について要望

２３

２０１０（平成２２） 厚生労働省、日本歯科医師会及び関係の国会議員に陳情
２０１１（平成２３） チーム医療推進議員連盟・歯科医療推進議員連盟及び国会議員陳情、  

要望書提出

厚生労働大臣に日本歯科衛生士会長・日本歯科医師会長の連名で
要望書 提出⇒政府提案として検討されることになった。

２０１２（平成２４）年 厚生労働省第１０回チーム医療推進方策検討ＷＧ了承
 厚生労働省第１３回チーム医療推進会議了承

２０１３（平成２５）年 厚生労働省第３７回社会保障審議会医療部会了承
 閣議決定

２０１４（平成２６）年  ５月１４日 衆議院厚生労働委員会可決
５月１５日 衆議院本会議可決
６月１７日 参議院厚生労働委員会可決

「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための
関係法律の整備等に関する法律案」において一括審議された。

 ６月１８日 参議院本会議可決・成立
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歯科衛生士法改正のポイント

➢ 歯科衛生士業務のうち、「歯科疾患の予防処置」について、「歯
科医師の直接の指導の下」から、「歯科医師の指導の下」となった
こと

➢ 歯科衛生士を業とする「女子」が「者」になったこと
（男子については、旧法で附則により準用規定となっている現状
を改めた）

➢ 歯科衛生士の業務について、「歯科衛生士は、その業務を行う
に当っては、歯科医師その他の歯科医療関係者との緊密な連携
を図り、適正な歯科医療の確保に努めなければならない」ことが
規定されたこと

２０１４（平成２６）年６月
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歯科衛生士業務の法的基盤（第2条及び関連規定）

１項 歯及び口腔の
疾患の予防処置

・予防的歯石除去
・予防的薬物塗布等

２項 歯科診療の補助

（相対的歯科医行為）

３項 歯科保健指導
・歯科健康教育
・歯科健康相談

  ・口腔機能訓練等

歯科医師の
指導の下に

（法第2条第1項）

主治の歯科医師の
指示の下に

（法第13条の２）

主治の歯科医師又は
医師があるときは
その指示の下に
保健所の長の指示
（法第13条の３，４）

歯科医師その他の歯科医療関係者との緊密な連携を図り、
適正な歯科医療の確保に努める（法第１３条の５）
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１９４８年７月３０日 歯科衛生士法制定・公布

19４９年（5月～9月） ７養成所・学校設立、歯科衛生士養成開始（修業年限1年）

１９５０年（3月～8月） 第1回卒業生 ７養成所・学校 ７０名

１９５１年10月２７日 日本歯科衛生士会設立総会 ２４名出席

～全国の卒業生に呼びかけて５４名入会～

1965年～ 地区別組織から都道府県単位へ～1979年

1966年5月２３日 社団法人 日本歯科衛生士会設立総会

1980年1月２０日 日本歯科衛生士連盟設立総会

（目的）社団法人日本歯科衛生士会の目的を達成するために
必要な政治活動を行う。

２０１２年4月1日 公益社団法人 日本歯科衛生士会への移行認定、設立

（目的）都道府県衛生士会との連携のもと、歯科衛生士の資質
の向上及び倫理の高揚並びに歯科衛生の実践に根ざした学術
研究の振興を推進し、歯科衛生の普及啓発を図ることにより、
国民の健康と福祉の増進に寄与する。

組織化・法人化へのあゆみ
（組織化）

（法人化）
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発展期

１９

歯科保健医療ニーズの多様化への対応

－ チーム医療と多職種連携への取組み －
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就業歯科衛生士数の推移（1966～2020）
（厚生労働省：衛生行政報告例より）
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伸

歯科診療所
歯科衛生士の増加
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就業者（届出）数の増加
（1966年）2,878人⇒（2022年）145,183人⇒56年間で約50倍

（増加の理由）
法改正による業務・職域の拡大
修業年限の延長
歯科保健医療関連の法制度の整備
医療保険・介護保険への位置づけ



保健所

都道府県

市区町村

病院

介護保険施設等

歯科衛生士学校

事業所

その他

診療所 90.1％
130,806人

診療所以外 9.9％ 14,377人

0.5％（707人）

0.1％（91人）

1.4％（1,987人）

5.1％（7,460人）

0.9％（1,370人）

1.2％（1,768人）

0.2％（309人）

0.5％（685人）

歯科衛生士の就業場所別の状況
（2022年12月末現在の届出数 145,183人）

出典：令和４年 衛生行政報告例（就業医療関係者）の概況より ２１



歯科衛生士の就業場所の95.2％が歯科診療の場である
（診療所90.1％、病院5.1％）

衛生行政報告例（2022年末現在）

歯科衛生士の「雇用の確保」と「雇用の質」を支える経済基盤は
≪歯科診療報酬≫である

歯科診療報酬は業務に対する公的対価である
2年に1度、改定される

歯科診療報酬体系と算定要件の理解が重要である

歯科衛生士と歯科診療報酬

22



歯科診療報酬への位置づけ
歯科衛生士の実施が算定要件となっている主な項目

１．歯科衛生実地指導（1992～）

２．訪問歯科衛生指導（1994～）

３．機械的歯面清掃処置（2006～）

４．フッ化物歯面塗布処置（2006～） 対象者の拡大 １２歳未満⇒16歳未満のう蝕多発傾向者
⇒在宅等療養患者に拡大（根面う蝕に罹患している歯科訪問診療料算定患者）

５．周術期等専門的口腔衛生処置（2012～）手術前⇒手術後⇒放射線治療⇒化学療法⇒緩和ケア
回復期等専門的口腔衛生処置（2024～）

６．在宅等療養患者専門的口腔衛生処置（2018～）

７．歯科訪問診療補助加算（2018～）

８．非経口摂取患者口腔粘膜処置（2020～）

歯周基本治療（スケーリング、SRP）、歯周基本検査、歯周病処置
歯周病安定期治療（STP）、歯周病重症化予防治療（P重防）

歯科衛生士に関連する歯周治療の主な項目（業務量が多い）

23



歯科診療所等の「在宅医療」、「医療安全」、「口腔管理機能」、「病院の地域支援」

など、歯科医療機関の特定の機能・体制に対する診療報酬上の評価として、加算
が認められる施設基準では歯科衛生士の配置が定められている。

在宅療養支援歯科診療所

歯科外来診療環境体制加算
歯科外来診療医療安全対策加算
歯科外来診療感染対策加算

かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所
口腔管理体制強化加算

地域歯科診療支援病院

歯科医療機関の施設基準における歯科衛生士の配置

歯科衛生士
の

機能の評価

24

（例）



年 保健、医療、介護の動向 2000年～２０１５の推移（歯科衛生士関連事項）

2000 健康日本２１の提言、「歯の健康」において歯の喪失防止（8020達成者の増加）が目標となる

2000 介護保険制度施行 「居宅療養管理指導」の実施担当者に歯科衛生士

2003 健康増進法施行 基本方針に「歯の健康保持」明記、「生活習慣相談等」の実施担当者に歯科衛生士

2005 食育基本法施行 歯科保健「噛ミング３０」提唱

2006 改正介護保険法 介護予防事業「口腔機能向上」の実施担当者に歯科衛生士

2007 改正医療法 診療所の「医療安全管理責任者」に歯科衛生士

2008

特定健診・特定保健指導の実施 生活習慣病予防「食生活改善指導」実施担当者に歯科衛生士

安心と希望の医療確保ビジョン 「治す医療から治し支える医療へ」の提言
摂食嚥下等のチーム医療における医師・看護師と歯科医師・歯科衛生士との連携の必要性が提言された

2009 介護保険に「口腔機能維持管理加算」新設、実施担当者に歯科衛生士
2024～口腔衛生管理が介護保険施設の基本サービスとして義務化される・・・「歯科・介護の連携」

2011

「歯科口腔保健の推進に関する法律」制定・公布
〇口腔の健康は、健康で質の高い生活を営む上で基礎的かつ重要な役割を果たしている
〇歯科疾患の予防等による口腔の健康の保持増進に関する施策を総合的に推進

チーム医療推進会議WGにおいて「医科・歯科の連携」の重要性を提言

2014 日本老年医学会「フレイルの考え方」を提唱（健康と要介護の中間、適切な介入・支援⇒虚弱・老化を抑制）

2015 日本歯科医師会,プレフレイルとして「オーラルフレイル」提唱、8020運動に加え新たな国民運動として展開

2019 厚生労働省「健康寿命延伸プラン」提唱

25～2025 地域包括ケアシステム構築



保健所
市町村保健センター

歯科診療所
かかりつけ機能の強化

医科病院
（入院患者）

周術期等の口腔機能管理
専門的口腔衛生処置

介護保険施設
施設サービス加算

口腔衛生管理・口腔機能向上

在宅療養者
要介護者

介護予防
地域支援事業

医科診療所
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

在宅歯科医療連携室

歯科訪問診療・訪問歯科衛生指導

口腔機能向上

地域包括ケアシステム

診療所から地域連携・多職種連携へ

地域包括支援センター

居宅療養管理指導

口腔保健支援センター

歯科衛生士

26

口腔健康管理
保健・医療・介護ニーズ
に対応した多職種連携



展開期

27

歯科衛生士の働き方改革で、多職種連携のさらなる推進

生涯を通じた口腔健康管理を支え、健康寿命の延伸に寄与



1950 2065

今後、総人口が減少に転じていくなか、高齢者（特に７５歳以上の高齢者）の
占める割合が増加し、現役世代の占める割合が減少する。
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(2016年）
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厚生労働省 健康寿命延伸プランの概要（抜粋・要約）

次世代を含めたすべての人の
健やかな生活習慣形成等

疾病予防・重症化予防
介護予防・フレイル対策

認知症予防
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学齢期

青年期

壮年期

中年期

高齢

前期

高齢

後期

多
職

生涯を通じた
口腔健康管理

種 連 携 ・ 地
域
連
携
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ホームケア
プロフェッショナルケア
コミュニティケア

健康寿命の延伸に向けた全世代型の対応

妊産婦
胎児期
乳幼児
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・医
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衛
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育
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の
関
連
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に
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科
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る

歯
科
口
腔
保
健
の
推
進
に
関
す
る
法
律
（基
本
理
念
第
２
条
の
三
）



○ 住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、
医療・介護・予防・住まい・生活支援が、包括的に確保される体制を2025年までに
構築。

（参考）「地域包括ケアシステム」の定義（社会保障制度改革プログラム法第４条第4項）
地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した
生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括
的に確保される体制

32

通いの場

フレイル予防

自
立
し
た

日
常
生
活
の
支
援
！

生
活
者
の
視
点
！

オーラルフレイル予防 介護予防



予防処置

保健指導

診療補助

歯
科
疾
患
の
予
防
・

重
症
化
予
防

口腔健康管理

歯科衛生士は、あらゆる人々に対して、生涯を通じた歯科疾患の予防とともに、
口腔衛生、口腔機能の維持向上による口腔健康管理を提供し、人生の最期まで
その人らしく生きることを支援する （歯科衛生士の倫理綱領“前文”より）

口
腔
衛
生
・口
腔
機
能
か
ら

の
ア
プ
ロ
ー
チ

歯科衛生士業務の展望
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疾
病
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生
活
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る
・楽
し
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歯科衛生士の免許登録者数、就業者数の推移

３４
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就業歯科衛生士数（年齢階級別）の年次推移



医療従事者の「雇用の質」向上の好循環サイクル

好循環
○医療従事者にとって

勤務負担の軽減、働きがい
の向上など

○患者にとって
質の高い医療が提供される
など

○経営にとって

コストの適正化、経営の質
の向上など

医療従事者、患者、経営に
とってWIN-WIN-WINになる
ような好循環をつくる。

資料：厚生労働省医政局医療経営支援課 36



専門職としての基盤

１ 卒前教育

２ 国家試験

３ 卒後教育・研修

４ 専門研修（認定等）

５ 学術研究

専門性の確立・学会の活性化

組織力の拡大・強化

社会の動向
保健・医療・福祉ニーズの

変化に対応

卒
前
か
ら
卒
後
へ
の
シ
ー
ム
レ
ス
な
教
育
研
修

教育の質を高める

実践力を高める

専門性を高める

＋

＋

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援

人
材
確
保
へ
の
道

37働き方改革・就業支援



歯科衛生士の７５年の歳月は、単なる時間軸ではなく、
一つの職業が生まれ、人々に受け入れられ、社会に
定着するまでの歴史です。

７５年の歴史は、人がつなぎ、人によってつながれ、
個人から組織へ、そして、口腔健康管理の専門職へと
成長・発展してきました。

これからも、つなぐ・つながる力が
未来への道を開きます。
地域で、全国で歯科衛生士の
輪を広げよう。

３８

ご清聴 ありがとうござました
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